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要旨  

 

本稿では、先行研究をもとに、累積債務問題の経緯や原因、解決策とされて

講じられた措置とそれに対する批判をまとめ、その上で新たなアプローチの一

つとして「 Aid  for  Trade を通じた輸出促進による、途上国の自 立的累積債務返

済」を提案する。  

 現在の二国間援助の主な潮流となっているのが、Aid  for  Trad e をいう貿易援

助を通じた取り組みである。本稿では、先行研究から、サブサハラアフリカに

おいて政策制度指標のみならず、例えば債務返済額／輸出額や GD P 成長率な

どに代表される経済指標も、累積債務問題に対して有 意であることを明確にし、

従来、貿易や経済振興のためだけの援助だと思われてきた Aid for Tr ade が、

累積債務問題解決にも寄与しうることを線型モデルによる重回帰分析によって

証明したものである。  

 累積債務問題解決のためには、債務そのものへのアプローチが主流であった。

また、 Aid  fo r  Tr ade は経済分野のみに有効な援助とされてき たが、これら 2

つの異なる分野の問題に対して、複合的なアプローチを試みた点が本稿の特筆

すべき点である。  

 

 第 1 章では、累積債務問題は何が原因であり、どうして問 題なのか、また、

これまで講じられてきた取り組みやそれに対する考察や批判についてまとめ、

問題解決に向けてこれまでの議論を整理している。  

さらに本稿のもう一つの柱である Aid fo r Tr ade という新たな 援助政策を概

観し、これによって途上国にどのような効果が期待できるのかをまとめた。  

 第 2 章では、分析の理論立てと手法を紹介し、第 3 章では分 析の際に使用す

るデータをまとめた。  

 第 4 章では、実際の分析結果をまとめ、「 Aid fo r Tr ade は累 積債務問題解決

の一助になり得るか」という本稿の命題に対する明確な回答を述べ、一連の 分

析結果をもとに、第 5 章で本稿における結論と、それに対する 政策提言を行っ

た。  
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第１章  イントロダクション  

 

累積債務問題は、二国間と多国間にわたる債務の問題があるが、本稿では双

方を含め、データが存在する公的な資金の流れに限ることとする。また、先進

国 の 超過 債務 につ いて はこ れを 問題 外と し、 途上 国、 とり わけ LDCs（ Least  

Developing Coun tr ie s）における累積債務問題のみを扱うこと とする。  

 現在、深刻な累積債務問題を抱えている国のほとんどがサブサハラアフリカ

に位置している。アジアや南米 のほとんどの国々が累積債務問題解決してきた

一方で、サブサハラアフリカはいまだにこの問題に苦しみ、解決の糸口を模索

している最中なのである。そのため、本稿では債務国をサブサハラアフリカ諸

国に限定して分析する。サブサハラアフリカについての定義は、「第 6 章  図

表データ一覧および補論」の 表 2（ 37 ページ）を参照されたい。  

 

1-1 .累積債務問題とは  

 

経済発展を促進する目的で、国債発行や国際機関または先進国からの融資に

よる援助、民間金融機関からの借り入れなどの様々な手段を通じて、途上国政

府は資金調達を行う。しかしながら、その償還や元利返済が設定されたスケジ

ュール通りに実現するとは限らない。加えてグローバル化が進んだ国際社会に

おいては、予想外の国際的ショックにより経済状況が大幅に悪化し、経済基盤

が脆弱な途上国ほどこうした外生的なショックを受けやすいことが多々ある。

また、通貨・金融危機を契機に、債務超過となり、債務不履行（デフォルト）

に陥る場合もある 1。  

このような状況を「債務危機」と呼び、こうした一国の累積債務に関する問

題を「累積債務問題」と呼ぶ。  

 

                                                   
1  JETRO ホームページ  

http: / /www.ide .go .j p /Japane se /Re se ar ch/The me/Eco /Debt /in d ex.h tm l  
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1-1 -1 .  世界的な援助の潮流と累積債務問題  

 

 1960 年代から国際的な援助の一環として、世界銀行や I MF を中心に、途上

国に多額の資金が貸し付けられた。援助ブームの後押しで多国間援助だけでな

く、二国間援助の取り組みも加速し、先進国が途上国、とりわけ LDCs に計画

性に欠く多額の貸し付けを行った。  

しかし、1970 年代以降の国際経済の激動により、その債務はみ るみる膨らん

でいった。巨額の債務を負った途上国は、当然、多くの国家予算を債務返済に

割かざるを得ず、結果として社会資本である医療保健分野や教育分野への支出

を減尐させるなどの措置を講じた。現在、債務の元本は返済した国がほとんど

だが、未だにその膨らみ続ける利子を払い続けている状況だ。  

 

1982 年にメキシコはモラトリアム（債務不履行宣言）を行い、債務危機が顕

在化した。これを契機として、中南米やサブサハラ諸国などの重債務国は相次

いで対外債務支払い困難に陥った。  

 “危機”とは、重債務国にとっての危機であり、貸し手側にとっての危機で

はないと強調されている 2。いかなるコストを払おうとも発展を推進していくと

いう当時一般的だった政策が債務問題を引き起こし、また債務問題だけが原因

ではないが、重債務国が抱えるスタグネーションやインフレといった問題も同

様に債務国を苦しめた。  

 

国連を中心とした世界全体の課題である貧困削減とは真逆のベクトルを示す

状況である。累積債務問題が借り手側である途上国に与える影響は大きい。国

家財政基盤が脆弱であるために国家への不安や不信感が大きく、プライベート

な投資はもち ろん FDI など世界的 な資金の 流れが債務 国を避 けて通るように

なる。さらに、債務国の多くが一次産品など特定の輸出品に依存しているため、

国内経済そのものも脆弱であり、低成長が続いている。こうした負の連鎖が、

いわゆる“貧困の罠（ poverty  tr ap）”から抜け出せない一因で ある。  

 

                                                   
2  Lu iz  Car lo s Bre sse r- Perei ra  and  Jef f rey  Sach s( 1988)  
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途上国は、貧困削減や国民の生活向上を目指し、開発 ･発展 ･社会の安定化を

まず優先して行うべきであるが、先進国への債務返済がそれらを二の次にして

しまう。独裁政権下では、援助資金が独裁者のもとにわたり、国民がまったく

恩恵を受けられなかったケースもある。そもそも“援助”として途上国へ流れ

た資金なのに、むしろ貧困を生み出してしまう。しかし、経済成長を遂げて国

内の生産性を高めるためには自国内で創出する資金だけでは不十分で、どうし

ても他からの資金援助を受けざるを得ないという表裏一体の問題がつきまとう。

このような皮肉ともいえる現状から、世界的に累積債務問題が注視されている

のである。  

 

 

1-1 -2 .  累積債務問題の顕在化 3
 

 

 開発途上国が債務を負うということ、それ自体は決して悪いことではない。

どんなことにも初期投資は必要であり、日本の戦後復興 の例に見るように、二

国間または多国間によるファイナンスがその国の発展をもたらすことは揺るぎ

ない事実である 4。  

 しかしながら、一国の返済能力を超える債務貸し付けは、発展を促進するど

ころか阻害する要因になりかねない。こうした危機的状況が「累積債務問題」

として顕在化するとき、概ね以下 3 つのケースがあるとされている 5。  

 

①  流動性（ Liqu id ity）の欠如  

債務国の将来期待される収益の現在割引価値（以下、「正味資産」と呼ぶ）か

ら対外債務を引いた値は正の値であり、債務返済能力はある。しかしながら正

味資産の一部を一般的支払い手段に転換できず、一時的な資金繰りに困難が生

じる。このようなさしあたりの流動性が不足して、元本・利子支払いに困難を

きたすケースを「流動性の欠如」と呼ぶ。債務支払い能力自体はあるため、当

                                                   
3  木下（ 1993）  
4  大野（ 2005）  
5  河合（ 1987）  
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面の必要資金が供給されたとすれば解消できるはずである。  

 

②  債務支払い能力（ Solve ncy）の欠如  

一方で、債務国の正味資産が負の値となり、債務返済が不可能になるのが「債

務支払い能力欠如」のケースである。この場合、債務国の支払い能力そのもの

に構造的な欠陥があり、次項で述べるような具体的な債務処理手続き、例えば

債務返済繰り延べや債務削減を申請し、債務処理を行わなければならない。  

 

③  債務返済意思（ Wil lin gne ss to  pay）の欠如  

正味資産が正の値であり、なおかつ債務返済能力があっても、債務返済を実

行しない方が有利であると判断して、支払いを行わない「債務返済意思欠如」

のケースも存在する。これは、債務国にとって元本・利子返済に伴う相対的な

コストが大きい場合に起こりうる。すなわち、「債務返済履行コスト（元利合計

額＋導入されるであろう緊縮的経済調整策の経済的・政治的苦痛など）＞債務

返済拒否コスト（例えば名声の喪失）」の場 合、債務返済意思が減退するのであ

る。  

 

 

1-1 -3 .  現在までにとられた措置とそれに対する学術的見解  

 

ここでは、累積債務問題解決に向けて現在までにとられてきた措置とそれに

ついての見解をまとめる。以下で示すように、この問題に対して国際社会がど

のようなアプローチを行ってきたかが援助の歴史といっても過言ではないであ

ろう。  

 

債務危機発生当時の 80 年代には、この問題は「流動性 ( Liqu id ity )」がもた

らしたものとされ、 IMF の指導のもとに債務支払時期延期（以 下、リスケジュ

ーリングと述べる）や為替レートの引き下げなどの緊縮措置が行われた。縮小

均衡を目指したのである。しかしながら、それらの措置は一時的に過ぎず、重

債務国の債務支払い能力は限界に達しつつあり、根本的な解決にはつながらな
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かった。  

 

80 年代半ばからは、「ベーカー構想」 6に基づき、相次いで緊縮措置が適用さ

れた 7。しかし、民間銀行が債務返済能力の乏しい、極めてリスクの高い重債務

国から遠のいていき、債務国への資金の流れは著しく減退した。また、途上国

の持続的成長を目指すという大 義名分を掲げた一方で、こうした IMF コンディ

ショナリティによる厳しい緊縮政策は債務国の状況をより一層悪化させていっ

た。  

 

のちに新債務戦略「ブレイディ提案」 8が採用された。ベーカー構想が、新規

融資の拡大によって途上国の成長を促そうとし、債務残高そのものを削減する

ものではなかったのに対し、ブレイディ提案は債務そのものについて削減を視

野に入れ、債権国側にも協力を求める当時としては斬新な施策であった 9。債務

国の構造調整（民営化推進や緊縮財政など）に関するコンディショナリティの

遵守を前提条件として、対民間銀行債務の 削減を公的に認めることになった。  

 

以下が先行研究に見られる現在までに試みられてきた施策とそれに対する見

解や批判である。  

                                                   
6  「ベーカー構想」とは、 1985 年の第 40 回世界銀行・ I MF 年 次総会において

当時の米財務長官ベーカーによって発表された「持続的成長のための計画」の

ことを指す。中所得重債務国に対して、資金投入を 拡大し成長を促進。拡大均

衡を目指す。主な内容は以下の通り。  

①  主要債務国が国際金融機関の支援を得て、総合的マクロ経済および構造調整

政策を採用すること。  

②  IMF が中心的役割を維持し、開発金融機関の役割を増大させる こと。  

③  民間銀行が貸付を増加させること。  
7  井上（ 1990）  
8  「ブレイディ提案」とは、1989 年のブレトンウッズ委員会において当時の米

財務長官ブレイディにより発表された債務政策である。主な内容は以下の通り。 

①  債務削減、金利軽減に応じた債権銀行に対し、 IMF や世界銀行 などが債務

返済を実質的に保証する。  

②  応じない銀行には、元利支払いを 3 年間停止する。  

③  財源の裏付けとして日本など先進国政府の公的借款を期待する一方、 IMF

第 9 次増資の年内決着をめざす。  
9井上（ 1990）  
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A.  リスケジューリング  

 当初の債務契約を変更し、返済期間や期限を繰り延べる取り組みである。  

 

A’.リスケジューリングに対する見解  

 多くの論文で否定的な見解。1990 年代にはさかんに行われたが、なんら効果

をもたらさなかった。なぜなら、重債務国はすでに FDI などの 投資を呼び込む

魅力が低下してしまっているため、さらに海外投資を回避させるからである。

歳入無き債務返済は不可能である。国内 投資も縮小し、成長への資金繰りはい

っそう厳しくなる。  

 

B.  債務免除（ Deb t-Rel ie f）  

 主に長期融資の債務を一部または全額を免除する。元本免除などのかたちが

多いため、利子や追加融資は債務として残る場合がある。  

 

B’.  債務免除に対する見解  

 債務 返済能 力 ( so lvency )の 欠如が 問題 である 場合 には有 効な 手段で ある。し

かし、債務削減自体ではなんら債務国の経済状況を打開できず、債務削減以前

と同じように債務が再び累積してしまう可能性も大きいとされている。また長

期貸し付けに対する元本免除などは実質的 には利子の返済をその後に行ってい

かねばならず、利子は利子として雪だるま方式で増えていくため、なかなか返

済が終了しないということも有り得る。  

 

C.  ファイナンス  

 資金の流れが滞った債務国に再び積極的に融資をすることで、資金供給を促

し、従来通りの資金循環が取り戻せるはずであるという取り組み。  

 

C’ .  ファイナンスに対する見解 1 0
 

流動性の問題であるならば、資金供給の意味で融資をすることは公的、私的

                                                   
1 0  Paul  Kru gm an( 1988 )  
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を問わず有効である。しかし、現在では累積債務問題は流動性の問題としては

捉えられていないため、有効なアプローチとは言えない。  

 

D.  H IPC イニシアティブ  

 重 債 務 貧 困 国 イ ニ シ ア テ ィ ブ ( The He avi ly  I ndebted  Poor Coun trie s  

Ini tia tive  ;HI PC イニシアティブ )は 1996 年に I MF と世界銀行 により開始され

た。これは、安定した経済成長とマクロ経済の安定、貧困削減を目指す一連の

再建プログラムを導入すれば、債務負担を軽減させる機会を与えるものである。

これにより、従来のバイ（二国間）の公的債務削減に加え、 HI PC 国（現在 40

ヵ国）に対しては、マルチ（多国間）の機関も含めた債務削減が実施されてい

る 1 1。  

2005 年 6 月には、 MD G s の達成を加速化させるため、多国間 債務救済イニ

シアティブ (The  Mu lt i la ter a l De bt Re lie f  In i tia tive  ;MDRI イニシアティブ )

により、 HI PC イニシアティブはさらなる強化が図られた。 MDRI イニシアテ

ィブは、 HI PC イニシアティブの適格国になるために、 I MF と 世界銀行、アフ

リカ開発基金（ AfDF）による債務を 100％免除するものである 。  

 

 2010 年 12 月までに、適格国 40 カ国のうち 36 カ国が HI PC イニシアティブ

による債務 救済の 対象とな り、 720 億 ドルの 債務軽減 を約束 さ れている。（ 36

ヵ国中 32 ヵ国がアフリカの国である。）さらに、これら 36 カ国 のうち 32 ヵ国

は、債務救済に必要な条件をすべて満たし、救済撤回の可能性がなくなる「完

了 時 点 (Co mp let ion Po in t :CP) 」 に 到 達 し 、 多 国 間 債 務 救 済 イ ニ シ ア テ ィ ブ

（ MDRI）による 212 億ドルの追加支援も受けた。  

 

HI PC イニシアティブ適格国としての認定基準は以下のとおり である 1 2。  

 

 

                                                   
1 1  木原隆司（ 2010）  
1 2  I MF We bsi te  ht tp : / /www. imf .org /e xte rn al /np /exr/ fa cts /h ipc .htm（最終閲

覧 2011.10.25）  

http://www.imf.org/external/np/exr/facts/hipc.htm
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 第一段階  判断基準 (De ci s ion Po in t :D P)  

 

以下 4 つの要件を満たすか、そのために十分進捗した場合に、 HI PC イニシ

アティブの適応を検討される。判断基準に達した場合、満期到来債務（マチュ

リティー・ベース）の中間的な債務救済を受けることができる。  

 

1．  世界銀行の国際開発協会（ IDA）から融資を受け 、また I MF の 貧困削減 ・

成長ファシリテ ィの利用に ついての適 格性を有す ること（ ID A は無金利

の融資およびグラントを最貧困国 に提供し、 I MF の貧困削 減 ・成長ファ

シリティは低所得国に譲許的条件で融資を行う）。  

2．  従 来 の債 務救 済 の仕 組み で は対 処で きな い ほど の持 続不 可 能な 債 務負 担

に直面していること。  

3．  IMF と世界 銀行の支援プログラム を通じて実行する改革と 健 全な政策運

営について、実績を挙げること。  

4．  当該国において、広範な参加方式のプロセスに基づいた貧困削減戦略ペー

パー（ PRSP）が策定されていること。  

 

 

第二段階  完了基準 ( Comp let ion  Point  :CP)  

 

以下の 3 つの要件を満たし、完了基準に達することができた場合、債務残高

（ストック・ベース）についての包括的な債務削減が実施される。  

 

1．  IMF および世界銀行の融資によるプログラムに基づいて、良好 な遂行の

実績を更に続けること。  

2．  判断基準で合意された主要な改革を十分に実行すること。  

3．  PRSP を採用し、最低でも一年間実行すること。  

 

 現在の HI PC イニシアティブの適格国は以下の 40 ヵ国であ る。（ 2009 年 5

月 15 日時点、 I MF による）  
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Po st-Com ple t ion- Point  Co un trie s  ( 24)  

Benin*  Bol iv ia  Bur kina  Faso*  Buru ndi*  

Came roon  Eth iop ia*  The  Gambia*  Ghan a  

Guyan a  Hondu ras  Madag asc ar*  Malawi*  

Mal i  Maur i tan ia*  Mozam bique*  Nic ar agu a  

Niger*  Rwan da*  San Tome  and   

Pr inc ipe  

Seneg al*  

Sie rr a Leone*  Tanzan ia*  Ugand a*  Zam bia*  

Inte rim Coun tr ie s ( Between De ci s ion  an d Comp let ion  Poin t)  (11)  

Afgh anistan*  Centra l  A fri can R.*  Chad*  Repub l ic  o f  

Congo  

Congo,  D.R.*  Cote  d ’ Ivo i re  Guine a*  Guine a Bissau*  

Hai ti*  Liber ia*  Togo*   

Pre-De ci s ion- Po in t Coun tr ie s ( 5)  

Comoro s*  Eri t rea*  Kyrgyz  Repu b li c  Som al ia*  

Sud an*     

*LDCs  

Afr ic an Coun try   Latin  Ame ric an  Co un try   As ian Coun try  

 

D’ .  H IPC イニシアティブに対する見解  

 HI PC イニシアティブはあくまでも持続可能（ su sta in ab le）な範囲でのみの

債務救済措置であり、全面的に債務を削減する取り組みではない。さらに以前

の構造調整政策に見たようなコンディショナリティの問題を解決しておらず、

累積債務問題と国内経済、さらには社会的問題や構造的な政治改革の基準まで

も一緒くたに結びつけて考えているという批判がある。  
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1-2 .  Debt Cyc le  Conce pt 1 3  

図  1 De bt  Cyc le  Concep t  

「 債 務 循 環 型 概 念 」 (Debt Cyc le  

Concep t)とは、ある国の経済発展のた

めに途上国は貿易収支の赤字（純貯蓄

不足）を補填しなければならないため、

純債務残高は増大するが、経済発展が

順調に進み貿易収支が黒字化すると純

資本流入はマイナスとなる。債務残高

は利払い原資の調達のために、しばら

くはなおも増加するが、やがて極大点

（ Dmax） に 達 し そ れ 以 降 は 減 尐 に 転

ずる、というもの（図 1）。  

 この債務循環型概念の意義は、過大

な外国借款の受け入れは債務を累積さ

せ、最終的には債務返済不能に陥るこ

とから、外国借款への過度の依存は避

けるべきだとのモデルを図式化したこ

とにあった。  

 しかしながら、この概念図は海外 投

資や外国援助を受け入れれば受け入れ

るほど輸出入が伸び、経済発展に寄与できるという間違った思い込みを生んで

しまった。表 3 1 4に示される通り、アフ リカ諸国の債 務が大幅に 減尐すること

はなかった。  

 

                                                   
1 3  木下（ 1993）  
1 4  第 6 章  図表データ一覧および補論参照（ 37 ページ）  
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1-3 .  LD Cs における累積債務問題 1 5  

 

海外借款への過度の依存は累積債務問題を招くという事実がありながらも、

実際に LDCs が自国の経済力のみで経済発展を遂げることは容 易なことではな

い。経済発展の一つの指標である経済成長率は以下のような式で表される 1 6。  

LDCs が一般に経済成長率を規定する諸要因のために、安定的 かつ高成長を

遂げることは容易ではない。主な理由として以下の 2 点が挙げられる。  

一つめは、貿易収支の黒字比率および外国借款の比率が高いほど（ x＋ b－ m）、

または限界資 本係数（ aKF） が低いほ ど、経済 成長に対 する外 貨準備の制約が

低くなることである。  

二つめは、国内貯蓄率、外国借款が高いほど、また借款の利払い比率、資本

の投入係数の低いほど、貯蓄に関する成長制約は弱くなるからである 1 7。  

 

途上国が自ら の投資（ Id）と 海外投資 （ If）によって 、ある一 定の経済成長

を遂げようとした場合、一般に Id を賄う国内貯蓄（ Sd）が十 分でないため、

その差額を海外貯蓄 (外国借款（ Bf）と贈与（ GR）で補填しなければならない。  

その場合の必要総投資をＩとすると  

                                                   
1 5  B jer khol t  Olav（ 2004）  
1 6  木下（ 1993）  
1 7  木下（ 1993）  
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I＝ Id＋ If  

Id－ Sd＝ Bf＋ G R  

論理的には、  

① Id＝Ｏという水準まで海外投資（ If）を高める  

② Id－ Sd＝ G R という水準まで外国からの贈与（ GR）を増やす  

のどちらかが達成できれば、外国からの借り入れ（ Bf）は不要になり、国内貯

蓄水準が高くなくとも、つまり、ある程度国際収支の赤字があっても累積債務

問題は発生しない。  

 

しかしながら現実にはこのようなケースが発生することはまずない。①につ

いては、途上国が外国資本家にすべての市場を開放することは考えられないた

めである。さらに、海外投資はカントリーリスクや収益性を考慮してなされる

ものであるため、直接投資を得られる可能性は極めて低い。  

②については、国内貯蓄不足（ Id－ Sd）を全てカバーするほど外国の贈与（Ｇ  

Ｒ）が与えられることは、戦争支援時など全く例外的にしか発生しない 1 8。  

したがって、一般的に、Id－ Sd で表される恒常的な国内貯蓄不足（経常収支

赤字）のかなりの部分は外国から のファイナンスで賄われることになる。それ

こそが累積債務問題の原因となり、さらに経済発展の制約条件にもなるのであ

る 1 9。海外投資を 含めた資 金調達は経 済発展に不 可欠である が、 そうした資金

繰りが原因で重債務国に転落してしまう。  

 

表 52 0に見るように、アフリカ LDCs のほとんどが重債務国であ り、HI PC の

適格国となっている。債務問題は、経済発展を阻害し、貧困の罠から抜け出せ

ない大きな原因となっていることが分かる。  

                                                   
1 8  2009 年の DAC 諸国による全 ODA のうち、二国間贈与（グラ ント）での資

金援助はわずか 32％にとどまる。第 6 章  図表データ一覧およ び補論の 表 4

参照（ 38 ページ）  
1 9  木下（ 1993）  
2 0  第 6 章  図表データ一覧および補論の 表 5 参照（ 39 ページ）  
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1-4 .  信号機システム（ Tra ff i c  Li ghts）と債務持続性フレームワ ーク（ DSF）  

 

ここまで見てきたように、従来の債務救済は債務国の個別事情に配慮せず、

一律に、例えば債務輸出比率が 150％になるように二国間債務 を削減し、足り

なければマルチの債務を削減するといった方法がとられていた。 IDA において

も、これを前提として債務国による区分はせず、グラント（無償）での資金供

与も特定分野案件のみに提供されてきた。  

しかし、世銀等の分析により、CPIA（国別政策制度評価）に代 表されるガバ

ナンスの違いにより、債務持続性や運営能力が異なることが確認された。その

ため、 ID A は受益国の ガバナンスの 強弱に応じて 債務持続性 を判断すること、

またそれに応じてグラント比率を決定するという枠組みを採用することになっ

た。  

このシステムは、国ごとの CPI A 指標や債務指標によって債務 持続可能性を

測定し、それに基づいてローンが出せるかどうかを受益国ごとに決定する「信

号機システム（ Tr aff ic  L igh ts）」と呼ばれる。緑ならローン 100％、黄色なら

ローン 50％、赤ならローンではなくグラント、 に よ る 貸 し 付 け が 行 わ れ る 2 1。 

 

また、 2005 年には、 I MF と世銀により「債務持続性フレームワーク（ DSF:  

Debt  Su stainabi l ity  Framewor k）」が採用された。これは、ミレニアム開発目

標（ MDG s）を達 成のため 多くの低 所得国が 多額の資金 を必要 とし、債務持続

性の確保が困難な状況となっている現状を鑑みて、上記の信号機システムを引

き継いだ新たな枠組みである。  

 DSF とは、公的債務を主な資金源とする低所得国に対する MDGs 達成に資す

る 新 規 融 資 を 検 討 す る 際 の ガ イ ダ ン ス と な る 前 向 き な ア プ ロ ー チ で あ る 。

HI PC イニシアティブが低所得国にける既存の過剰債務の問題 に対処するのが

目的である一方で、DSF は将来的な債務積み増しを防ぎながら も適切な新規融

資を実施しようというものである 2 2。  

                                                   
2 1  木原（ 2010）  
2 2  経済産業省（ 2007）  
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 但し、 DSF は HI PC イニシアティブが適用されていない低所 得国及び HI PC

イニシアティブの卒業国が対象であるが、 HI PC イニシアティ ブの実施に対す

る影響はないとされている。  
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1-5 .Aid  f or  Trade  

 

これまで見てきたように、累積債務問題解決に向けて、債務自体を軽減また

は削減する取り組みが数多くなされてきたことは事実である。一歩一歩確実に

前進しており、 実際に債 務残高は減 尐傾向にあ る 2 3。しかしなが ら、未だ この

問題が解決に至ってないのはなぜだろうか。  

債権国である先進国を中心とした、現在のような債務削減の努力が続くこと

を前提として累積債務問題を解決するとすれば、どんな援助が有効かつ持続的

なのだろうか。結果的ではあるものの、援助が貧困という悲劇を生んでしまっ

た過去の「累積債務問題」を決して繰り返してはならない。  

 

累積債務問題に陥る可能性を極めて低く保ちながら、経済発展を遂げ、残っ

た債務を完済するためにはどんな援助が有効か。ここでは、その一つの手段と

して Aid  for  Tr ade を取り上げる。  

 

多くの途上国、とくに LDCs はサプライサイドの様々な限界や 制約などに直

面しており、そのことが貿易から得られる利益を最大限に享受できない原因だ

と言われている。例えば、情報の不平等、貿易政策運営能力の欠如、貿易関連

の手続きの煩雑さ、関連組織の未発達、さらには貿易関連のインフラの未整備

といった問題が 挙げられ る 2 4。こうしたサプライ サイド、つ まり 途上国側のボ

トルネックとなっている問題を解決し、開かれた貿易機会の提供を促進するの

が Aid  for  Tr ade（貿易のための援助、以下 Af T と記述）の取 り組みである。  

昨今、 ODA 事業の一環として、途上国の輸出促進のために OECD や WTO、

G-8、 G- 20 が中心となって行われており、様々な議論があるも のの、 AfT によ

る貿易拡大は経 済成長を もたらし、 貧困削減に もつながる とさ れている 2 5。そ

のため、現在 ODA 事業においては、主要な援助となりつつあ る。実際に Af T

                                                   
2 3  第 6 章  図表データ一覧および補論 表 6 参照（ 41 ページ）  
2 4  WTO（ 2009）  
2 5  O ECD（ 2009）  
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は 2002 年か ら 2005 年の間に 62％も増加し、現在では 全 OD A の 25％をも占

める 2 6。さらに 2008 年時点では、 417 億ドルの追加援助が約束 されている。  

また、AFT は短期間の援助にも関わらず、低所得国の貿易に関 わる能力向上

を図るため、長期的な影響を与えることができる点において、途上国の自立性

を高める援助でもある。  

現在、 AfT をもっとも受けているのはアジアであり全体の 44％を占める 2 7。

アフリカは 35％を占めているが、着実にその割合を高めている 。さらに、中低

所得国と最貧国においてはインフラ整備の割合が非常に高く、伸び率も高いこ

とがわかる 2 8。  

 

Aid  for  Tr ade は以下の 5 つのカテゴリーに分類することがで きる。  

1.  Te chn ic al  Ass i stan ce  fo r Trade Pol ic y  and  Regu lat ion s  

2.  Tr ade- Rela ted Infr astru cture  

3.  Prod uc tive  Cap ac ity  Bui ld ing , inc lud ing  Tr ade Deve lop men t  

4.  Tr ade- Rela ted  Adj u stmen t  

5.  Other  Tr ade - Rela ted Need s  

図  2  A id  for  Tr ade の包括的 取り組み  

 

図 2 に示すとおり、最小限のインフラ整備やキャパシティビルディングを行

                                                   
2 6  第 6 章  図表データ一覧および補論の 図 4 参照（ 41 ページ）  
2 7  第 6 章  図表データ一覧および補論の 図 5 参照（ 42 ページ）  
2 8  第 6 章  図表データ一覧および補論の 図 6、図 7 参照（ 42～ 43 ページ）  
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うだけでなく、それらの試みを包括的に広げていき、競争力を備えた貿易促進

を図るのが AFT である。ここでいう「競争力」とは、①生産物 のコストを決定

づける国内生産性、②財やサービスの移動や輸出コストを示す貿易コスト、③

基準をクリアし、輸出市場における情報格差を克服しうる能力によって左右さ

れる効果的なレベルのマーケットアクセスの 3 つをさしている。（下記図 3（出

典： OECD）参照）  

 

図  3  AfT による輸出競争力向上 アプローチ  

 

 

評価基準については以下の 4 項目のフレームワークで構成されている 2 9。  

1.  Main stre am ing  and Prior i ti zing Trade（ディマンドサイド）  

2.  Tr ade- Rela ted Pro jec ts and  Progr am s（サプライサイド）  

3.  Enh anced  Cap ac ity  to  Trade（アウトカム）  

4.  Improved  Tr ade  Pe rfor man ce  and  Red uced  Pover ty（インパ クト）  

現在はまだ公的枠組みにおいては、実施国が援助成果を自己評価している状

況にとどまっており、科学的なデータでの評価が急務である。一方、 AfT につ

いての評価方法を提示している学術論文はいくつかあるため、今回はその一つ

を用いて分析を行う。  

                                                   
2 9  O ECD  We bsi te  「 Mon ito ring aid  fo r tr ade :  Log ic al  fr amewo rk」  

ht tp : / /www.oecd .org /docu men t/5/0,3746,e n_2649_ 34665_ 39119685_1_ 1_1_ 1 ,

00 .h tm l  （最終閲覧 2011.12 .01）  

http://www.oecd.org/document/5/0,3746,en_2649_34665_39119685_1_1_1_1,00.html
http://www.oecd.org/document/5/0,3746,en_2649_34665_39119685_1_1_1_1,00.html
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第 2 章  分析手法とモデル  

 

2-1 .  先行研究  

 

【 1】 Kraay and  Nehru  ( 2004 )  W hen Is  Ex te rnal  Debt  Sus tai nable?  

 

Kraay  and  Neh ru（ 2004）では、累積債務問題について多角的 なアプロー

チを試みている。その中で、「 Debt  D istre ss」と呼ばれる「債 務困難」状況と

なる決定要因をプロビット推定によって算出している。「債務困難」期として以

下の 3 つのいずれかの状況を規定している。  

 

①  対外債務の著しい延滞  

金利・元本の返済遅延（アリア）が債務残高比 5％以上の時期  

②  二国間公的債務の扱いを検討するパリクラブでの債務繰り延べ・削減  

パリクラブのリスケジュールや債務削減などで債務救済を受けている時期  

③  IMF からの非譲許的借り入れを行う  

IMF の SBA（スタンドバイ取り決め）もしくは EFF（拡大信 用供与措置）

のかたちで割当額の 50％以上の支援コミットメントを受けてい る時期  

 

そして、このような状況に陥るのは、①債務負担、②制度政策環境、③マク

ロ・ショックの 3 要因でほとんどの部分を説明できるとし、以下の定式化のも

とで、プロビット推定により債務困難になる確率を推定している 3 0。  

 

 

 

Yct は C 国の t 時点から始まる時期が債務困難期であれば 1、正 常期であれば

0 を取る指標値である。Φ（・）は標準正規分布関数、Xct は債 務困難の説明変

数のベクトル、βは推定されるパ ラメータのベクトルである。  

                                                   
3 0  木原（ 2010）  
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Kraay  and  Neh ru（ 2004）では、コアとなる推定において 、説 明変数として

「債務負担指標」には「債務支払い総額の現在価値／輸出」つまり「債務輸出

比率」または「 債務返済 額／輸出」 つまり「デ ット・サー ビス ・レイシオ 3 1」

を用いている。また、「政策制度環境」の変数として CPIA 指標 3 2を、当該国へ

の「マクロ・ショック」には実質 GD P 成長率を取り、プロビ ット推定を行っ

ている。  

 

 結果は、第 6 章  図表データ一覧および補論の 図 9（ 47 ページ）を参照され

たい。  

図 9 において、縦軸は Debt D istre ss であり、債務困難期に陥 る可能性を表

している。高ければ高いほど債務困難期に陥る可能性が高くなる。横軸は、各

説明変数で、左上のグラフから時計回りに、 CPI A スコア、 GD P 成長率、貿易

成長率、為替レートの変動を表し、各説明変数が Debt  D istre ss とどの程度の

相関関係が見られるかを表している。  

これら 4 つのグラフのうち、上の 2 つは右下がりの相関関係が 見られる。つ

まり、CPIA スコアと G DP 成長率は高ければ高くなるほど 、債 務困難期に陥る

可能性は低くなることを示している。特に CPI A スコアとの相 関関係を表す直

線の傾きは急であるため、当該国の政策制度環境の善し悪しが債務困難期に陥

る可能性を左右していることがよく分かる。  

                                                   
3 1  デット・サービス・レイシオ（ De bt  Serv ice  Rat io）について は次項で詳細

に後述する。  
3 2  CPIA 指標とは、 Co un try Po li cy  and I n st i tu tion a l  Asse ssme nt ;  CPI A と呼

ばれ、世銀スタッフによる各国毎の政策・制度環境の評価である。具体的には

右図に示すとおり、大まかに４つの分野（ A.経済運営、 B .構造 政策、 C.社会的

一体性・公平のための政策、 D.公的部門の運営・制度）が評価対象となる。評

価項目の詳細は第 6 章  図表データ一覧および補論 図 8 参照（ 44 ページ）。こ

れら 4 分野・ 20 項目について、 1（低）～ 6（高）までの評点 が付けられ、計

20 項目の単純平均点が当該国の CPIA スコアとなる。  

政策・制度環境の良好度（パフォーマンス）に応じて、人口 1 人当たりの援助

資金を手厚く配分するというのが、IDA による PBA 制度（ Perf ormance -Based  

Al loc at ion ; PBA）である。そして、 PBA 制度の根幹をなすの が上記の CPIA

スコアである。さらに PBA 制度による国別配分額の決定の基礎となる「 IDA

国別パフォーマンス格付け（ CPR）」は、①ポートフォリオ・パフォーマンスと

②ガバナンス係数を加味して算出される。  
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 また、80 年代、90 年代において債務困難期を予測した場合も 、DSR、CPIA、

実質 GD P 成長率で回帰分析を行ったとき、予測制度は 84％と高く、これら 3

変数を考慮すれば債務困難が生じる相当部分を正確に予測することが可能だと

している。  

 

 

【 2】木原隆司（ 2010）『援助ドナーの経済学』  

 

 木原（ 2010）では、Kr aay  and  Neh ru（ 2004）の分析手法と 分析結果をもと

に、債務困難となる要因に地域的な差異がないのかを新たに分析している。地

域別の決定要因があるとすれば、頑健性が疑われるためである。  

 木原（ 2010）は、図 10（第 6 章  図表データ一覧および補論の 図 10、 47 ペ

ージ）に示されるように Kraay  and  Neh ru（ 2004）のプロビッ ト推計結果をも

とにプロビット回帰分析を行っている。加えて、分析の対象サンプルを地域別

に分類した後に、プロビット回帰を用いた地域別分析を行っている。地域はア

ジア（東アジア・太平洋、南アジア、中央アジア）とサブサハラアフリカの二

つに大別して行った。  

 

分析手法は先行研究とほとんど同じ手法を用いているが、データの持続性等

の観点からいくつかの代替データが用いられている。説明変数として用いる「現

在価値で測った債務輸出比率」（ Wor ld  Develo pmen t  In di ca tor s のデータ）は、

「名目債務残高輸出比率」（ Global  De velop men t  Fin an ce のデータ）を、CPIA

指標については FH 指標を用いている 3 3。  

 

 その結果、図 11（第 6 章  図表データ一覧および補論の 図 11、 48 ページ）

にのような結果が得られた。サブサハラアフリカでは、債務輸出比率に関わる

                                                   
3 3  FH 指標とは、Freedom  Hou se 指標の略で、アメリカの NGO で ある Freedo m  

Hou se が出している「政治的権利」指標と「市民の自由 」指標の 平均値である。

筆者により算出。詳細については木原（ 2010）を参照。  



ワークショップペーパー 

 
『累積債務問題の解決に向けて』 

東京外国語大学 国際協力特化コース 

6308361 高橋 歩 

25/51 

係数以外において符号条件が満たされており、特に FH 指標が 高ければ高いほ

ど債務困難となる可能性が高くなることが示されている。つまり、サブサハラ

アフリカでは、政策制度環境の悪化が累積債務を引き起こす大きな原因となっ

ているということである。  

 一方アジアでは、各変数が Debt  D istre ss 指標に有意な影響 を与えておらず、

符号条件も満たされていない。  

 

 

 このように木原（ 2010）の地域別分析から、サブサハラアフリ カにおいては、

Kraay  and  Neh ru（ 2004）の実証結果がある程度支持されるこ とが分かったた

め、両者の分析結果を踏まえ、累積債務問題については「サブサハラアフリカ

において、 CPIA スコアや FH 指標に表される制度政策指標と 、 Debt  Se rvi ce  

Ratio や債務輸出比率に代表される債 務指標は、債務困難期に 陥る可能性を左

右する決定要因となりうる」ということを前提として、本稿でも研究を進める。  

 

 

【 3】 Mass im i l iano  and  Di r k (2010)  

 

 先行研究 Massim il iano  and  Dirk（ 2010）では、 Aid  fo r Tr ade が直接的に

当該国の輸出に与える影響を分析している。その際、以下のような線形モデル

が使われている。  

 

 Eit＝α i＋ γ 1 ln（ A I N F） i t－ x＋γ 2 ln（ AP C） i t－ x＋ B X i t＋λ t＋ε it  

 

 Eit は、i 国の t 時点における log( Expor ts)、つまり輸出額の 対数を表す。AP C

は、生産能力向上（ Pro duc t ive  Cap aci ty）のために使われた援 助額、A I N F は経

済インフラ整備（ Econo mic  Inf rastru c ture）に使われた援助額 を表す。これら

も式中では対数で扱われる。  

X は時変系制御変数のベクトル、α i は i 国におけるカントリ ーエフェクト、

λ t は t 時点における期間推定効果、ε it は誤差を表す。  
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 また、 Aid  for  Tr ade の援助額が総じて与える影響も考慮に いれるため、  

  

とし、 AP C と A I N F の総和を Af T 援助全体のインパクトとみなし ている。  

 

先行研究 3 4において、 AfT、とりわけ A I N F が示す経済インフラ支 援は輸出額

にプラスの影響を与えており、 AP C が示す生産 能力向上支援は 計算上、有意な

結果にはなっていない。しかしながら、 AfT そのものは大いに 有意な結果を示

している。 Af T の 100％追加措置を行った場合、被援助国にお ける輸出は平均

して、3.5％増加するという結果になった。このほとんどが経済 インフラ支援の

効果によるものだ。  

また、時系列制御変数として、（ 1）当該国の全人口の対数、（ 2）重力モデル

を用いて GDP などをもとに算出したマーケットポテンシャル指数、（ 3）政府

の産業コントロールに対する効率性の 3 つを用いて分析を行っている。  

 

                                                   
3 4  Mass im i liano  an d D ir k（ 2010）では、輸出額のみならず、貿 易コストにつ

いても AfT が有意であるか否か、同様に線形モデルを用いて分 析を行っている。

結果は、貿易コストに対して AfT はネガティブなインパクト、つ まり AfT（ Trade  

Faci l ita tio n 部門、貿易整備）が増えれば増えるほど、貿易コストが減るとい

う結果であった。また、そのインパクトは、貿易整備分野の Af T が 100％増加

したとき、輸入にかかる貿易コストは 5％減尐するという大き なものであった。 

AfT が輸出側面だけではなく、輸入に際してもプラスの影響が あるという結果

は、一国のマクロ経済の輸出入バランスを保つ一助となるため、注目に値する。  
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2-2 .分析に用いる指標  

 

 上記のとおり、 Kraay  and  Neh ru（ 2004）において 、債務持 続性を検証する

際には、返済能力の基準となる GDP、輸出、政府歳入に対する デット・ストッ

ク及びデット・サービスがベースとなり、デット・サービス・レイシオ（債務

返済比率、以下 DSR と表記）などが現在の債務負担を測る基 準となることが

わかった。 DSR は以下のように表される。  

100*
)(

財・サービス輸出額

返済額元利債務
DSR  

債務（元利）返済額は年間返済額を指す。 DSR の値は、高け れば高いほど、

自己支払い能力を表す財・サービス輸出額を債務返済額が上回ることを意味し、

支払い困難に陥るリスクが高くなることを表す。逆に、DSR が 低ければ持続可

能な債務である可能性が高いと言える 3 5。  

 

木原（ 2010）で先述した「債務輸出比率」とは、債務支払い総額の現在価値

／財・サービス輸出額を表している。DSR が実質的な年額の返 済額を分子とす

る点が異なる点である。  

※債務を負った LDCs の国内経済規模は小さいが、貸付額は比 較的多額だとい

う点には注意を払いたい。累積債務の絶対額を見ていても、本質的な問題を把

握することにはならない。なぜなら、現在累積債務をもっとも多く抱えている

国は先進国であるからだ 3 6。先進国の債務問題と発展途上国、特に LDCs のそ

れとは本質的に問題が異なるため、これらは区別して分析する必要がある。  

そこで、本稿では分析に用いる指標のほとんどを、一国の規模に対するパー

センテージを表したものを採用した。それ以外の指標は対数を用いて計算する

などして、直接的な規模の大きさが分析に影響 しないよう工夫した。  

 

                                                   
3 5  経済産業省（ 2007）  
3 6  Wo rld Deve lopmen t  Ind ic a tor s2009（ WDI）による  
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2-3 .  モデル  

 

そこで本稿では、先行研究 Massim il iano  and Dir k（ 2010）の 分析手法を用

い、サブサハラアフリカにおいて、 AfT は輸出促進と経済成長 に寄与 している

のかを分析し、累積債務問題解決に向けた取り組みの一端として評価できるか

どうかを以下の式を用いて検証する。  

 

【式 1-1】  EXP i t＝ AIDI NF it＋ AID PC i t＋ CPI A＋ε it  

 i 国の t 時点における、  

EXP i t＝ log（輸出額）  

AIDIN F i t=  log( Af T のインフラ援助額 )  

AID PC i t=  log( Af T の生産能力向上支援のための援助額 )  

CPIA＝当該国の CPIA 指標  

ε it＝誤差  

 

 【式 1-2】  EXP i t＝ AFT it＋ CPI A＋ε it  

 i 国の t 時点における  

AFT i t＝ log（全分野における Af T 援助額）  

CPIA＝当該国の CPIA 指標  

ε it＝誤差  

 

 先行研究である Massim il iano  and Dir k（ 2010）のモデルの 時系列制御変数

として、債務困難期に直面する際に有意な指標とされた CPI A を用いた。  

また式 1-1 については 、公式に表明されている OECD 加盟国に よるデータを

参考に、 Af T 援助額をイ ンフラ整備 のための援 助（ AIDIN F） と生産性向上の

ための援助（ AID PC）に分類して、それぞれの対数を用いて分 析を行う。  

 式 1-2 においては、 Massimi liano  and Dir k（ 2010）でも用 いられていた通

り、 AIDIN F と AID PC を足し合わせたものを Af T 援助全体の インパクトとし

てみなし、 AfT 全体の影響についても分析を行う。  
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2-4 .  分析手法  

 

 これまで示してきた通り、サブサハラアフリカにおいて、CPI A スコアや FH

指標に表される制度政策指標と、Debt  Serv ice  Rat io や債務輸出 比率、実質 GDP

成長率等に代表される経済的な債務指標は、債務困難期に陥る可能性に対して

有意である。また、GDP は一国内の経済生産を量る指標である ため、輸出促進

がその向上の一翼を担う。  

 

つまり、自国の歳入増加を図り、輸出額を増加させ、実質 GDP 成長率を向

上させることができれば、債務困難期、すなわち累積債務問題に直面する可能

性は極めて低くなると言い換えることができるであろう。  

よって、輸出促進を図る援助であり、輸出 額と援助額に相関関係が見られる

であろう Aid fo r Tr ade を推進し、輸出促進、貿易のための諸 々の環境整備、

及び経済的自立を図ることによって、途上国の自立的な債務返済と経済発展を

同時に達成することができるのではないかと考えられる。  

 

前項で示したモデルを用い 、サブサハラアフリカにおいて、 AfT は輸出促進

と経済成長に寄与しているのかを分析し、累積債務問題解決に向けた取り組み

の一端として評価できるかどうかを検証する。  
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第 3 章  データ  

 

以下が本稿において分析に用いたデータの一覧である。  

 データ  表記  対象範囲  ソース  

1  GDP GDP SSA3 72000-2009  ADI 3 8  

2  CPIA（全 20 指標の平均値）  CPIA  SSA、2005-2010  ADI  

3  Debt se rvi ce to  ex po rt  ratio ,  

ex-post  (%)（債務輸出比率）  

Debt-e xp

ort  

SSA、2000-2009  ADI  

4  Exte rnal  debt  sto cks,  to ta l  

(DOD, current  US$)  

EXD SSA、1991-2009  ADI  

5  Total  debt  se rvi ce (% o f GDP)  DSR SSA、1994-2009  ADI  

6  GDP grow th (annual  %)  GDP 

Growt h  

SSA、2000-2009  ADI  

7  Gros s ODA aid disb urseme nt f o r  

eco nomi c in f rast ruct ure,  DAC 

dono rs tota l  ( current US$)  

AID 

INFRA  

SSA、2002-2009  ADI  

8  Gros s ODA aid disb urseme nt f o r  

trade pol i cy and re gulati ons ,  

DAC dono rs  tota l  ( current US$)  

AID 

TRADE  

SSA、2002-2009  ADI  

9  Expo rt s o f goo ds a nd se rvi ce s  

(current US$ )  

EXP SSA、2002-2009  ADI  

                                                   
3 7  SSA： Su b- Sah ar an  Afr ic a の略、サブサハラアフリカ諸国をさす。  
3 8  ADI：Af ri can  Develop men t  Ind ic a tor s の略称、世界銀行内のデ ータベース。  
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第 4 章  分析  

 

表  1- 1 回帰分析結果  

概要       

回帰統計      

重相関  R  0 .556      

重決定  R2  0 .309      

補正  R2  0 .218      

標準誤差  0 .536      

観測数  27 .000      

分散分析表      

  自由度  変動  分散  観測された分散比  有意  F  

回帰  3 .000  2 .946  0 .982  3 .423  0 .034  

残差  23 .000  6 .597  0 .287    

合計  26 .000  9 .543        

      

  係数  標準誤差  t   P-値   

切片  8 .936  1 .107  8 .072  0 .000   

AIDINF  0 .339  0 .209  1 .622  0 .118   

AIDPC  0 .182  0 .141  1 .285  0 .211   

CPIA -1 .006  0 .322  -3 .121  0 .005   

 

データ間の相関分析表  

  EXP  AIDINF  AIDPC  CPIA 

EXP  1 .000     

AIDINF  0 .089  1 .000    

AIDPC  0 .125  0 .605  1 .000   

CPIA -0 .317  0 .661  0 .551  1 .000  
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表 1- 2 回帰分析結果（ AFT トータル）  

概要       

      

回帰統計      

重相関  R  0 .548      

重決定  R2  0 .300      

補正  R2  0 .242      

標準誤差  0 .528      

観測数  27 .000      

      

分散分析表      

  自由度  変動  分散  観測された分散比  有意  F  

回帰  2 .000  2 .863  1 .432  5 .144  0 .014  

残差  24 .000  6 .680  0 .278    

合計  26 .000  9 .543        

      

  係数  標準誤差  t   P-値   

切片  9 .247  0 .929  9 .957  0 .000   

CPIA -0 .966  0 .309  -3 .127  0 .005   

AFT  0 .239  0 .091  2 .615  0 .015   

 

データ間の相関分析表  

  EXP  CPIA AFT  

EXP  1 .000    

CPIA -0 .317  1 .000   

AFT  0 .122  0 .666  1 .000  
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 以上 2 つの表が分析結果である。  

双方とも決定係数を示す「重決定 R2」の値はやや低めだが 、関 連性がない確

率を示す「 P 値」は低く保たれ、輸出額に対して Af T 援助がポ ジティブな効果

を持っていることを表している。  

AfT 援助に関するすべての指標は輸出額に対してプラスの影響 を持っている

ことが検証された。特筆すべきは、その中でも AfT によるイン フラ整備に対す

る援助が、最も係数が大きいことである。つまり、輸出額に対して最もポジテ

ィブな影響を持っているのは、インフラ整備に向けた援助であるということで

ある。  

どちらの表においても CPI A 指標がマイナスの影響を与えてし まっているこ

とは、先述した累積債務問題に関する 2 つ の 先 行 研 究 と 相 反 す る 結 果 で あ る 。 
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第 5 章  結論および政策提言  

  

  累積債務問題解決に向けて現在までに様々なアプローチがなされてきたが、

債務国側にとって累積債務問題解決の指標となっている DSR を改善するため

には輸出額を増やすことが直接的な解決アプローチである。借り手側の債務負

担を減らすためには輸出額を増やして、輸入額－輸出額の国際収支バランスを

健全に保つことが求められると同時に、のちに債務となってしまう援助がなく

ても国家財政が自立できるような経済発展が必要である。  

 そのために Aid fo r Tr ade を奨励し、輸出促進を図ることは 有効であること

が分かった。途上国におけるサプライサイドの締め付けが解消され、貿易の機

会が拡大することによって、経済発展はもちろん、貧困削減が達成されうると

いうのは先述したとおりである。  

 

「 AfT を推進していくことは、輸出額の増加につながる」。この 結果は、本稿

が目指してきた命題である「サ ブサハラアフリカにおいて、 AfT は輸出促進と

経済成長に寄与しており、累積債務問題解決に向けた取り組みの一端として評

価できる」という結果を導くことができる。輸出額 を増加させ、実質 GD P 成

長率を向上させ、自国の歳入増加を図れば、債務困難期に代表されるような累

積債務問題に直面する可能性は極めて低くなると言うことができるであろう。  

つまり、途上国が AfT を通じて、輸出促進や貿易のための諸 々の環境整備、

及び経済的自立を図ることによって、途上国の自立的な債務返済と経済発展が

同時に達成されることも不可能ではないと考える。「貿易のための援助」は「貿

易のためだけの援助」ではないのである。債務問題についても有効な援助であ

る。  

 

また、経済的な自立を確保しながら、国家財政を圧迫してきた債務を完済す

ることは、国家予算のなかで債務返済に充てられてきた額を、国民に還元する

ことができるということを意味する。これにより基礎教育や保健衛生面での改

善、いわゆる BHN（ Basic  Hum an  Need s）の向上が見込まれる 可能性がある。  
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 しかしながら国家予算の運営を担当するのは途上国政府であり、実際に国民

が必要としている BHN に予算が配分されるかはガバナンス次 第である。  

 AfT による輸出促進は途上国の経済活動を活発化させ、国際 市場に食い込む

経済的な援助であることは間違いない。しかしながら、産業政策や輸出政策の

カギを握るガバナンスの善し悪しにも、気をつける必要がある。  

そもそも AfT は ODA による二国間援助が主であるため、先進 国は経済面だ

けでなくこうした政治面にも注視し、調整していく必要がある。政治的な善し

悪しは数値化しにくいものであるが、本稿では先行研究にならい CPI A 指標を

用いたため、ODA ドナー側もこうした指標を見ながら援助の計画を立て、途上

国に改善を迫っていく必要があるであ ろう。  

今回の分析結果で、 CPI A 指標は輸出額に 対して負の値をとっ ていた。それ

はもしかしたら、現在、サブサハラアフリカにおいては輸出額が大きいいわゆ

る「経済大国」はグッドガバナンスとは言い難い政治環境にあるのかもしれな

い。 Bloody  D iamond という言葉に代表されるようなサブサハ ラアフリカ諸国

を巻き込んだ世界的な貿易構造は、時に一国の政治や社会環境をゆがめてしま

っている可能性も無視できない。  

 

 また、本稿の前提となっているのは、 HI PC イニシアティブ のような包括的

取り組み後の債務返済である。一国の GD P を上回るほどの債 務を抱えた国に

否が応にも自立的な返済を求めることは、構造調整政策の二の舞になりかねな

い。貧困を抱えた途上国において、無理やりな緊縮政策や金融引き締め政策が

導入されると、格差拡大やさらなる貧困の蔓延がもたらされることは、80 年代

のラテンアメリカにおいて顕著である。そのため、ある一定レベルまでの債務

は 債 権 国 に よ る 債 務 削 減 を 求 め 、 残 っ た 利 子 や 追 加 融 資 分 を 今 回 と り あ げ た

AfT のような取り組みを通じて、自立的な経済システムを構築 し、その上で債

務返済分を捻出していくことが求められる。  

 昨今の金融危機を受けて減退気味な ODA だが、こうした「お互いさま」で

ある援助の原則を忘れず、途上国がいつか先進国になり得るような国づくりを

進めていくことが早急に求められている。
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第 6 章  図表データ一覧および補論  

 

表  2 サブサハラア フリカの定義（全 48 ヵ国）  

Angola  Benin  Botsw an a  Bur kina  Faso  Buru ndi  

Came roon  Cape  Verde  Centra l  

Afr ic an R.  

Chad  Comoro s  

Congo,D .R .  Congo  Cote  d ’ Ivo i re  Eri t rea  Eth iop ia  

Gabo n  Gam bia  Ghan a  Guine a  Guine a-B issau  

Kenya  Le so tho  Liber ia  Madag asc ar  Mlaawi  

Mal i  Maur i tan ia  Maur i tiu s  Mayotte  Mozam bique  

Nam ib ia  Niger  Niger ia  Rwan da  Sao  Tome and  

Pr inc ipe  

Seneg al  Seyche l le s  Sie rr a Leone  Som al ia  Sou th  Af ri ca  

The Sou th  

Sud an  

Sud an  Sw az iland  Tanzan ia  Togo  

Ugand a  Zam bia  Zim babwe    

[ World Ban k  Database より筆者作成 ]  

 

表  3 アフリカ諸国 の債務残高推移（ 1991～ 2007 年）  

 

［ Wo rld  Ban k  Database  ht tp : / /d ata.wor ldban k.o rg /  より筆者 作成］  

 

※  註  

AFR:アフリカ全体  

SSA: サ ブ サ ハ ラ ア

フリカ全体  

SXZ: 南 ア フ リ カ を

除 く サ ブ サ ハ ラ ア

フリカ全体  

http://data.worldbank.org/
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表  4 DAC 諸国によ る ODA の内 訳  ［ OECD データより 筆者作成］  
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表  5 アフリカの LD Cs における債務割 合（対 GD P 比、 2004～ 2009 年）  

HIPC  

Ext ern al  Debt  t o O f f ic ia l  

Cred i to rs  (% o f  GDP ) (P erc en t  

o f G DP) in  A f r i can  L DCs  2004 2005 2006 2007 2008 2009 

  Angola  33 .3  23 .8  12 .1  9 .7  9  11 .1  

0  Ben in  33 .8  37  11 .5  12 .6  15 .5  16 .1  

0  Burk in a Fas o  43 .5  38 .7  20  19 .7  19 .7  23 .8  

0  Burund i  208  182  159.5  150 .5  129 .3  27 .4  

0  Cent ral  A fr ic an  Repub l ic  80 .6  75 .2  73 .7  58  52 .7  13 .3  

0  Chad  34 .2  29  27 .2  23 .6  20 .9  23 .7  

0  Com oros  81 .6  67 .7  73 .4  61 .2  50 .2  53 .9  

0  Cong o,  Dem. Rep.  o f  175 .3  162 .4  122  128.9  116 .7  123 .4  

  Equator i al  Gu inea  6 .1  3  1 .6  1 .1  0 .6  1  

0  Eri t rea  54  63 .9  59 .3  58  61 .9  47 .8  

0  Eth iop ia  71 .6  48 .1  39 .6  10 .4  10 .5  12 .3  

0  Gambia,  Th e  101.5  99  101.7  36 .2  31 .7  34 .1  

0  Gu inea  89 .7  110 .1  109 .8  78  68 .6  66 .2  

0  Gu inea-B i ss au  190.9  173 .8  171 .4  148 .8  122 .1  126 .9  

  Les oth o  54 .2  50  50  53 .6  42 .3  42 .2  

0  L iberi a  970 .7  855 .4  783 .7  427 .1  231 .6  188 .9  

0  Mad ag asc ar  76 .6  69 .8  29 .5  25 .9  24 .2  27 .3  

0  Ma lawi  112 .6  108 .3  14 .6  15  16 .8  19 .1  

0  Ma l i  44 .9  50 .8  18 .9  17 .7  20 .2  22 .9  

0  Mau r i t ius  13 .5  11 .9  11  10  11 .4  7 .8  

0  Moz ambique  77 .5  70 .7  45 .5  21 .4  20 .2  25 .1  

0  Nig er  58 .8  51 .6  15 .8  15 .9  13 .9  15 .8  

0  Rwanda  80 .2  58 .3  15 .6  15 .3  14 .4  14 .3  

0  Sen ega l  46 .3  40 .2  18 .5  19  18 .2  25 .1  
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0 S ie r ra Leon e  160.7  144 .6  109 .9  31 .8  31 .2  36 .8  

  São Tomé and P rínc ipe  303  282.8  259 .5  104  63 .8  65 .8  

0  Tanz an ia  52 .8  49 .3  48 .3  19 .3  20 .2  24 .2  

0  Tog o  93  76 .8  84 .7  84 .2  56 .3  55 .2  

0  Ugand a  56 .3  47 .9  44 .8  12 .3  12 .2  14 .6  

0  Zambia  114 .4  57 .5  5  9 .6  8 .6  12 .3  

  Frag i l e c ount r i es   111 .3  105 .8  98 .1  83 .5  69  64 .7  

  Land lock ed  74 .5  60 .3  35  26 .3  23 .3  25 .2  

  Low-in com e c ount r i es   72 .8  62 .3  43 .1  32  29 .1  29 .9  

  Midd le - inc ome c ount r i es  3 .5  3  2 .9  2 .7  2 .8  2 .6  

  Non -oi l  23 .6  20 .9  15 .1  11 .9  12 .6  13  

  O i l - exp or t ing  c ount r i es  41 .7  22  8  7 .9  5 .8  7  

  O i l - imp ort ing  c ount r i es   62 .3  53 .4  37 .9  28 .9  26 .5  27 .3  

  Sub-Sah aran  A f r ic a  31 .7  23 .5  14 .5  12  10 .9  11 .9  

［ Wo rld  Ban k  Database より筆者作成］  
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表  6 全アフリカ LD Cs における債務 割合（対 GNI 比、 1989～ 2009 年）  

External debt stok % of GNI in African LDCs
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[ World Deve lopme nt  In dex のデータをもとに筆者作成 ]  

図  4  OD A における AFT 配 分の推移とその内容  
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図  5 AfT のセクター別、エリア 別アプローチ  

 

 

図  6 所得別グルー プ毎の Af T 配 分推移  
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図  7 所得別グルー プの Af T によ る援助分野の推移  

 

図 3～図 6 [出典： O ECD（ 2006） ]  



ワークショップペーパー 

 
『累積債務問題の解決に向けて』 

東京外国語大学 国際協力特化コース 

6308361 高橋 歩 

43/51 

図  8 CPIA 指標の決 定要因  

 

[出典：目黒（ 2007） ]



ワークショップペーパー 

 
『累積債務問題の解決に向けて』 

東京外国語大学 国際協力特化コース 

6308361 高橋 歩 

44/51 

表  7 Aid  for  Tr ade の年間援 助受取額トップ・ボト ム 10 

 

[出典： UNECA]  
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表  8 Aid  for  Tr ade の一人あ たり援助受取額トップ ・ボトム 10  

 

[出典： UNECA]  
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 図  9 Kr aay and  Neh ru（ 2004）における推定結 果  

 

縦軸： Debt  D istre ss。高ければ高いほど、債務危機に陥る可能 性が高い  

横軸：各説明変数。  

 4 つのグラフのうち、左上のグラフが CPI A スコアとの相関 、右上のグラフ

が GD P 成長率との相関、左下のグラフが為替レートとの相関 、右下のグラフ

が貿易成長率との相関を表している。  

 

図  10 木原（ 2010）による債務困難確率 に関する Pro bi t 回帰結果  

 

[出典：木原（ 2010） ]  
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図  11 木原（ 2010）による地域 別プロビット推定結果  

[出典：木原（ 2010） ]  
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補論  CPIA と債務指標との相関関 係  

 

[縦軸： CPIA（ 22 個の指標の平均値） 1（最低）～ 5（最高）のスコアを表す ]  

[横軸：債務額／ GDP]  

[データ： Wo rld Ban k  Database、 2005 年～ 2010 年、 SSA]  

 

累積債務総額と CPI A 指標に直接的関係があるかどうかを調べ るために相関

分析を行った。結果、サブサハラアフリカにおける 2005 年か ら 2010 年までの

CPIA 指数（全指数を足し合わせた平均値）と政府債務額／ GD P とは負の相関

関係があることがわかった。サンプル数は 212。  

 

やはり CPI A の割合が高くなれば高くなるほど（つまり当該国 がグッドガバ

ナンスであればあるほど）、債務指標は低くなり、持続不可能な累積債務問題の

危機に瀕していないことになる。  

 

  CPIA debt  

CPIA 1    

debt  -0 .25 1  
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